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1 計画の目的
　わが国では、平均寿命の延びと少子化の影響により、世界に類を見ない早さで超高齢社
会が進行しています。
　国の発表によれば、65歳以上（高齢者）の人口は、総人口の27.7％に達しており、国民
の約４人に１人が高齢者であるとともに、その約半数が75歳以上の高齢者（以下「後期高
齢者」という。）となっています。
　今後、後期高齢者は、いわゆる団塊の世代がすべて75歳以上となる2025年（平成37年）
まで急速に増加し、また高齢者人口は、団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年（平成
52年）にピークを迎えると見込まれています。
　本区も、区民の約５人に１人が高齢者となり、国の割合よりも低いものの、今後、同様
の推移をたどることが見込まれ、また、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯も増加傾向
にあります。
　このように高齢者の増加が急速に進む中、生産年齢人口の減少の影響等により、医療サー
ビスや介護保険サービスなどの社会保障制度の持続可能性が懸念されています。
　さらに、家族の介護等を理由とする介護離職、増加が見込まれる認知症高齢者及び介護
と育児に同時に直面するダブルケアなどが課題となっています。
　こうした状況に対応するため、平成27年４月から施行された国の「地域における医療
及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」では、介護保険制度の持続可能性を維持し
ながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した生活を可
能とする、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保さ
れる体制（以下「地域包括ケアシステム」という。）の構築が目的として掲げられています。
　平成29年６月には、「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正
する法律」が公布され、「地域包括ケアシステムの深化・推進」の観点から、「自立支援・
重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進」や「医療と介護の連携の推進」な
どが盛り込まれました。
　本区では、これらを踏まえ、2025年（平成37年）を見据えた中長期的視点に立ち、これ
まで進めてきた地域包括ケアシステム構築の取組をさらに推進するとともに、高齢者を取
り巻く諸課題に引き続き対応し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせる地域づくり
を実現するため、高齢者・介護保険事業計画（平成30年度～平成32年度）を策定します。
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　すべての高齢者を対象とする計画として、老人福祉法に基づく「老人福祉計画」及び介
護保険法に基づく「介護保険事業計画」を一体のものとした「高齢者・介護保険事業計画」
を策定します。
　なお、「介護保険事業計画」は、「地域包括ケア計画」としての性格を併せ持っており、
計画期間における地域包括ケアシステムの推進に向けた取組を示しています。
　また、当該計画は、本区の地域福祉保健施策を推進するための基本となる「文京区地域
福祉保健計画」における分野別計画の一つに位置づけられます。

【図表】１－１　文京区地域福祉保健計画の構成
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文京区地域福祉保健計画

老人福祉法より抜粋

第�二十条の八　市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業(以下「老
人福祉事業」という。)の供給体制の確保に関する計画(以下「市町村老人福祉計画」と
いう。)を定めるものとする。
７�　市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業
計画と一体のものとして作成されなければならない。

介護保険法より抜粋

第�百十七条　市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険
事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画(以下「市町村介護保険事業計画」とい
う。)を定めるものとする。
６�　市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福
祉計画と一体のものとして作成されなければならない。

2 計画の性格・位置づけ
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⃝��高齢者・介護保険事業計画を含む地域福祉保健計画の策定に当たっては、検討組織とし
て文京区地域福祉推進協議会を設置し、内容の検討を行いました。文京区地域福祉推進
本部は、協議会の検討結果について報告を受けた上で、計画策定の決定を行いました。
⃝��地域福祉推進協議会の下に設置した分野別検討部会の一つである高齢者・介護保険部会
（文京区地域包括ケア推進委員会※）において、高齢者・介護保険事業計画の策定段階か
ら協議し、検討を行いました。

　　※�文京区地域包括ケア推進委員会は、地域福祉推進分野の学識経験者、地域医療
関係団体の代表者、介護支援専門員及び介護（予防）サービス事業者の代表者、
地域の高齢者に関係する団体等の代表者並びに公募区民で構成されています。

⃝��高齢者・介護保険部会での検討内容については、地域福祉推進協議会に報告し、そこで
総合的に協議・検討を行いました。
⃝��計画の検討経過を、区報・ホームページ等により区民周知を行うとともに、説明会の開
催、パブリックコメント等により広範な区民意見を聴取しながら、計画の策定を行いま
した。

3 計画策定の検討体制

【図表】１－２　文京区地域福祉保健計画(高齢者・介護保険事業計画)の検討体制
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計画策定の総合的な検討
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報告
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　本計画は、平成30年度から32年度までの３年間を計画期間とし、32年度に見直しを行
います。

4 計画の期間

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

前期計画

文 京 区 基 本 構 想（平成22年～32年）

文京区基本構想実施計画

前期計画
文京区地域福祉保健計画
高齢者・介護保険事業計画

（第７期介護保険事業計画）

【図表】１－３　計画期間
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5 計画の推進に向けて

【図表】１－４　主体間の連携を強化し地域ぐるみの支え合いを推進

町会・自治会

区

民生委員・
児童委員等

医療機関

社会福祉法人・
福祉関係事業者

警察・消防
ＮＰＯ・

ボランティア団体

民間事業者

学校・ＰＴＡ

社会福祉協議会
・子ども家庭支援センター
・児童発達支援センター
・高齢者あんしん相談センター
・障害者基幹相談支援センター
・保健所　等

・権利擁護センター
・ボランティア支援センター
・フミコム（地域連携ステーション）
・ファミリー・サポート・センター
　　　　　　　　　　　　　　　等

緊密に連携

参画 担い手

支援 支援

区　民

担い手 支援

地域福祉活動を支援

　地域では、区民、町会・自治会、民生委員・児童委員、福祉関係事業者、ＮＰＯ、ボラ
ンティア団体など様々な主体が地域福祉保健の推進のために、日々主体的に活動していま
す。
　本計画を推進していく上では、こうした地域による主体的な活動のすそ野をさらに広げ、
様々な主体間の連携を強化するとともに、支援される人たちが時には支援する担い手とし
て活躍するような地域ぐるみの支え合いを推進していくことが大切です。
　区は、制度的に位置づけられた公的な福祉保健サービスを適切に提供するとともに、地
域福祉の推進を担う社会福祉協議会と緊密に連携し、地域の主体的な活動への積極的な支
援や様々な主体間の連携を促進し、各主体と協働して地域ぐるみの支え合いを推進します。

１ 地域の連携と支え合いによる地域福祉保健の推進
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社会福祉協議会とは？

　社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき「地域福祉の推進」を目的に、全国・都道府県・
市区町村のそれぞれに組織されている非営利の民間団体で、文京区社会福祉協議会は、昭
和27年（1952年）に設立されました。
　文京区社会福祉協議会では、現在、地域福祉を推進するため、次のような事業を展開し
ています。

　１	 地域福祉コーディネーターの配置による小地域福祉活動の推進
　２	 生活支援コーディネーターの配置による地域の支え合い体制づくりの推進
　３	 ボランティアによるひとり暮らし等の高齢者へのみまもり訪問
　４	 地域の皆さんの交流の場づくり（ふれあいいきいきサロン）
　５	 ボランティア・市民活動の相談・支援（文京ボランティア支援センター）
　６	 NPO等によるつながりを創出した地域課題への解決支援（地域連携ステーション）
　７	 福祉サービス利用援助事業
　８	 成年後見制度利用支援
　９	 災害ボランティア体制の整備
　10	 高齢者等への日常生活支援（いきいきサービス）
　11	 子育ての相互援助事業（ファミリー・サポート・センター事業）

　また、文京区社会福祉協議会では「文京区地域福祉活動計画」を策定しています。
　地域住民をはじめ、地域福祉関係者・関係団体、社会福祉協議会など、様々な活動主体
が協働して、本計画とも連携を図りながら、計画を推進しています。
　そして、地域の皆さんが主体的に取り組み、支え合えるまちづくりを地域の皆さんをは
じめ、区、民生委員・児童委員、地域福祉関係者等と一緒に進めています。

　本計画を着実かつ効果的に推進するため、公募区民、福祉保健関係団体の代表者及び学
識経験者等で構成する「文京区地域福祉推進協議会」において、進行管理を行っていきま
す。

２ 計画の進行管理
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